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巻 頭 言

１．はじめに

気候の変化によって２℃の気温上昇することを想定した
場合に、治水計画に用いられるレベルの強い降雨がどの
程度増加するかという科学的予測結果を踏まえ１）、あらゆ
る関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」へ転
換することが、令和２年（２０２０年）７月に社会資本整備審
議会から国土交通大臣に答申された２）。これを受けて、必
要な統治機構（ガバナンス）を構築するために関連法の改
正が行われ３），４）、国土強靱化の枠組みで特別予算が組ま
れ５）、令和３年（２０２１年）３月より流域治水プロジェクト
が開始される６）とともに、並行して治水計画の変更作業
が始まっている。本稿では、我が国における治水ガバナン
スの確立と社会のニーズとともに変化した経緯を辿り、度
重なる激甚水災害と気候の変化の科学的理解の発展に基づ
く流域治水への転換に向けて必要となる新たな治水ガバナ
ンスの構築を法整備の観点から俯瞰し、今後取組むべき課
題について考える。

２．治水ガバナンスの確立と変遷

明治維新後、近代的な法整備が進められる中、明治２９年
（１８９６年）に我が国の初めての公物管理のガバナンスの規
定となる河川法が制定された（以下、旧河川法）。ここで
は、鉄道の発達とともに舟運が衰退する一方で、増大する
水害被害の軽減に対する社会のニーズの高まりに応じて、
水量が少ない時にいかに河川を利用するかという低水管理
に代わって、災害を引き起こすような豪雨時にあって社会
をいかに守るかという高水管理が打ち出された。

第二次世界大戦からの復興を経て、急速に成長する経済
の下でエネルギーを含め水利用の需要が増大し、治水と利
水を上流から下流まで一貫して行う体制づくりが必要とさ
れた。旧河川法での河川管理は行政区域を単位としてお
り、それぞれの区域の都道府県知事（もしくは県令）が河
川管理者となっていた。当時の知事・県令は官選であっ

たが、戦後公選制となった。以上を踏まえて、昭和３９年
（１９６４年）に新たな河川法が制定され（以下、新河川法）、
河川管理のガバナンスは大きく変更された。ここでは、地
域の重要度に応じて河川が分類され、一級河川を建設大
臣、二級河川を都道府県知事、準用河川を市町村長が、そ
れぞれ管理する体制が構築された。河川管理者には、河川
整備の基本計画（基本となる洪水の流量の時間変化を表す
基本高水、その河道や洪水調節施設への配分、河道の主要
地点の洪水流量の最大値を表す計画高水流量）とその実施
計画（計画高水位、計画横断形、河川工事の目的、種類
等）を含む工事実施基本計画の策定が義務付けられた。

経済が高度成長から安定成長、低成長へ移行する中、治
水、利水に加えて河川環境の整備や保全、風土や文化を反
映した魅力ある川づくりへのニーズが高まり、平成９年

（１９９７年）に新河川法が改正された（以下、改正河川法）。
ここでは工事実施基本計画を、長期的な方針である河川整
備基本方針と２０～３０年を目途とした河川整備計画の二段階
に分け、前者について一級河川は社会資本整備審議会、二
級河川は都道府県河川審議会の意見を聴いて、また後者に
ついては学識経験者、公聴会などでの住民の意見を聴いて
案を作成し、地方公共団体の長の意見も聴いた上で、河川
管理者がそれぞれ決定、公表するという過程を踏まえるこ
ととなった。

高度経済成長期の急速な都市化に伴って流域の持つ保
水・遊水機能が大きく減少して下流域の浸水被害が増大し
た。そこで、河川区域を超えた流域対策が必要となり、昭
和５５年（１９８０年）の建設省事務次官通達が発出された７）。
この通達では、都市河川において国と都道府県及び市町村
の河川担当部局及び都市・住宅・土地担当部局等から成る
協議会を設け、保水・遊水機能の維持・確保や土地利用や
建築方式等の設定を含めた流域整備計画を策定し、総合治
水対策を推進することとされた。さらにこの政策実効性を
高める目的で、平成１５年（２００３年）には特定都市河川浸水
被害対策法（以下、特定都市河川法）が制定され、河川
法、水防法、下水道法、都市計画法を調整して、河川から
の氾濫に備える外水対策と都市域での降雨による浸水に備

小
こ

池
いけ

俊
とし

雄
お

KOIKE Toshio

流域治水のためのガバナンスの構築
Building Governance to Promote “River Basin Disaster Resilience and Sustainability by All”

東京大学名誉教授
Professor Emeritus, The University of Tokyo



河川 January ２０２４　11

特集：流域治水の加速化・深化

える内水対策を、施設整備によるハード対策と避難や土地
利用・住まい方の工夫によるソフト対策の両面から進める
こととなり８）、８水系６４河川において適用された。また、
埼玉県、滋賀県、奈良県、徳島県や金沢市などの地方自治
体においても、浸水被害軽減を目的として土地利用を規
制、誘導する条例が定められている。

平成７年（１９９５年）の阪神・淡路大震災を契機に施設の
計画規模を超える災害外力への対応の検討が始まり９）、平
成２３年（２０１１年）の東日本大震災を受けて同年末に制定さ
れた津波防災まちづくり法１０）では、発生頻度は極めて低
いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの
津波の科学的推定を基に、都道府県は津波浸水想定　（津
波があった場合に想定される浸水の区域及び水深）を設
定、公表することが定められた。この浸水想定を受けて、
市町村は津波防災地域づくりを総合的に推進するための計
画を策定し、都道府県は警戒避難体制を特に整備すべき津
波災害警戒区域、および開発行為及び建築等を制限する津
波災害特別警戒区域を指定できることとなった。治水にお
いても、計画規模を超える洪水（超過洪水）の発生は否定
できないという考えの下、高規格堤防（スーパー堤防）や
宅地嵩上げ等、被害を軽減する方策が河川整備の基本方針
に記されてきた。しかし、平成２６年広島土砂災害（２０１４
年）を受けて、気候の変化にともなって頻発する施設計画
の想定を超える外力に対して命を守る政策が打ち出され、
翌年に水防法が改正され（以下、改正水防法H２７）、想定
しうる最大規模の降雨に基づく水害ハザードマップが市町
村長によって作成され、住民に周知されることになった。

平成２７年関東・東北豪雨災害（２０１５年）を受けて、施
設のみでは防ぎきれない水災害は必ず発生するとの考え
の下に、「水防災意識社会」を再構築する取組みが始ま
り、翌年の北海道・東北豪雨災害をも踏まえて１１）、平成２９
年（２０１７年）に水防法が改正された（以下、改正水防法H
２９）。ここでは、河川管理者・都道府県・市町村等からな
る大規模氾濫減災協議会の設置が規定され、多様な関係者
の連携による総合的かつ一体的な被害軽減対策が推進され
ることとなった。また水害リスクが高い区域に存在する要
配慮者利用施設では避難確保計画の作成及び避難訓練の実
施を義務付けられ、さらに、河川法の一部も改正され、都
道府県では困難な災害復旧工事等を都道府県に代わって国
が迅速に行う権限代行制度も確立された。

以上のように、我が国では社会のニーズに対応して関連
する法律を制定、改正して、水害対応のガバナンスが構築
され、変質を遂げてきた。旧河川法、新河川法、改正河川
法は、いずれも指定された河川区域における河川管理者の
管理を定めており、様々な社会基盤の整備の上で基本とな
る河川計画は国土計画の観点から河川管理者に委ねられ、
改正河川法において具体的な整備の計画段階において地域

住民の声が反映される構造となっている。また、特定都市
河川法では国や地方の異なる分野が連携して集水域や浸水
域における面的な都市水害対策を推進しており、改正水防
法H２９においても多様な主体が協議する場が設置されて浸
水域における面的な対応が規定され、地方自治体において
もそれぞれの地域の特性を踏まえて条例を定めているとこ
ろがある。また河川施設計画の諸量が長期的目標値として
定められるが、改正水防法H２７では命を守るためのリスク
情報は想定しうる最大規模の外力で提供されるようになっ
た。

３．気候の変化の下での治水ガバナンス

平成２９年九州北部豪雨災害（２０１７年）は、改正水防法H
２９の施行２週間後に発生した。平成２４年に豪雨災害を経験
したばかりの朝倉市では、自主防災マップを作り、地元自
主避難所を定めて避難訓練を実施しており、しかも当日も
避難準備情報・指示・勧告が適宜に発令されてはいたが、
渓流、谷底平野の風景が一変する土砂災害の前に痛まし
い人的被害は避けることができず、平成２９年の河川法の改
正で新たに規定された河川の災害復旧事業等の国の権限代
行について、最初の適用ケースとなった。この災害を契機
に、気候の変化の影響の顕在化と並行して取り組まれてき
た様々なソフト対策の更なる強化に加え、事前対応として
の河川整備による対策が不可欠であるという認識が広がっ
た。

時期を同じくして、気候変動予測の不確実性の幅と低頻
度の極端事象に関する情報を含む大規模アンサンブル気候
変動予測データセット「地球温暖化対策に資するアンサン
ブル気候予測データベース（d4PDF）」が開発され１２）、さ
らに５㎞グリッドへの力学的ダウンスケーリングが実施さ
れた。また、イベント・アトリビューションと呼ばれる手
法が開発され、個々の豪雨災害に対して地球温暖化がどの
程度影響を与えていたかを定量的に評価することも可能に
なった。

そこで、平成３０年（２０１８年）４月に「気候変動を踏ま
えた治水計画に係る技術検討会」（以下、技術検討会）が
設置され１）、利用可能な気候変動予測データセットを用い
て、気温が２℃上昇する場合に、治水施設の計画レベルで
用いられる降雨がどの程度変化するか（変化倍率）の検討
が開始された。平成３０年７月豪雨災害（いわゆる西日本水
害）への対応によって、技術検討会の作業は一時中断され
たが、令和元年（２０１９年）１０月に変化倍率の暫定値が１．１
～１．１５倍として提言された。また計画雨量が１．１倍に増加
した場合、洪水流量は約１．２倍となり、１００年の１回の洪水
は約２回と倍増することも示された。そこで同月、国土交
通大臣から社会資本整備審議会に対し「気候変動を踏まえ
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た水災害対策のあり方について」が諮問され、令和２年
（２０２０年）７月、「あらゆる関係者が流域全体で行う持続可
能な「流域治水」への転換」を副題とする答申（以下、流
域治水答申）が取りまとめられた２）。この間も、令和元年
東日本台風災害、令和２年７月豪雨災害が発生し、人的に
も経済的にも甚大な被害が連続して生じている。なお、２
℃昇温の気候変動予測結果を５㎞グリッドに力学的ダウン
スケーリングした計算結果が揃ったのを受けて、施設計画
レベルの雨量は北海道では１．１５倍、その他の地域では１．１
倍とする技術検討会提言の改訂版が令和３年（２０２１年）４
月にまとめられている１）。

一方、学術分野において土木学会からは、「河川、水
防、地域・都市が一体となった流域治水への転換」を副題
として、台風第１９号（令和元年東日本台風）災害を踏まえ
た今後の防災・減災に関する提言が令和２年１月に発出さ
れている。ここでは、流域治水が定義され、その実現に向
けた重点施策が提示された１３）。また日本学術会議は、同年
９月に「災害レジリエンスの強化による持続可能な国際社
会実現のための学術からの提言」を発出し、すべての関係
当事者が災害に対するレジリエンスと持続可能な開発の関
係を総合的な視野で正しく捉え、問題解決のための実践の
必要性を強調している１４）。流域治水答申の策定には、両提
言から貴重な示唆が与えられた。

流域治水答申では２）、「包摂性のあるリスクコミュニケ
ーションにより水災害に対する知見や情報を社会で共有
し、人口減少と少子高齢化における新たな国土形成と地域
の活力の維持や生産性向上を図り、あらゆる関係者の主体
的な参画により国土の強靱性と地域の持続可能な発展を確
保していく」という新たな水災害対策の方向性が打ち出さ
れた。「包摂性」は、あらゆる分野のあらゆる主体など流
域の全員を意味しており、治水分野では特定都市河川法や
改正水防法H２９で導入されたガバナンスの在り方である。
また「強靱性」は、想定される最大規模の水災害が発生し
たとしても強くしなやかに受け止めることができる意味で
あり、治水における外力の考え方として改正水防法H２７で
規定されている。新たに付け加えられたのは「持続可能な
発展」であり、水災害リスクを軽減する活動が国際競争力
を向上させて成長戦略にも寄与することを目指す方向性で
ある。これは、津波防災まちづくり法において防災に加え
地域づくりの観点が盛り込まれたことを一歩進め、災害
レジリエンス（強靱性）と持続可能性の統合を目指してお
り、分野を超えた協働という意味での包摂性の強化を必要
としている。

この方向性の下で、流域治水答申は治水における２つの
具体的な転換を提示している。一つは観測データに基づく
水害対策から気候変動予測を加えた水災害対策への転換で
ある。すなわち、気候変動の影響を治水計画等へ反映し、

地域の目標安全度を確保することで、河川整備基本方針の
基本高水、河川整備計画の目標流量、下水道計画における
計画雨水量、砂防事業の計画において取り扱う生産土砂
量、海岸保全の目標とする潮位等の見直しが求められてい
る。また、気候変動予測を設計基準等へ反映することによ
り、手戻りのない対策を促進することとされている。他方
は流域治水への転換で、「河川、下水道、砂防、海岸等の
管理者が主体となって行う対策に加え、集水域と河川区域
のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、その
流域全員が協働して、①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対
策、②被害対象を減少させるための対策、③被害の軽減、
早期復旧・復興のための対策、までを多層的に取り組む」
とされている。

流域治水答申を受けて、「特定都市河川浸水被害対策法
等の一部を改正する法律案」が国会に提出され、令和３年
４月には衆参両院ともに全会一致で可決され、同年１１月に
全面施行された（以下、流域治水関連法）３），４）。流域治水
関連法は、特定都市河川法を主とする９つの法律を相互に
関連付けて改正されたものである。

流域治水関連法が定めるところの流域治水の計画・体制
強化に関しては、特定都市河川法で規定される河川整備で
被害防止が困難な河川として都市化が著しく進展した場合
が規定されていたが、改正法ではバックウォーター現象に
よる支川や狭窄部上流での氾濫など、地形やその他の自然
的条件の特殊性が追加され、都市河川に限らず全国的に適
用可能となった。また、河川管理者、下水道管理者、都道
府県、市町村等の関係者により構成される流域水害対策協
議会が創設され、協議内容を流域水害対策計画に反映する
ことができる仕組みが創設されている。

流域治水の３本柱の一つである「氾濫をできるだけ防
ぐ・減らす対策」に関して、河川法の改正により、利水ダ
ム等における事前放流等によって洪水調節機能を向上する
ために、河川管理者が利水者等により構成されるダム洪水
調節機能協議会を設置することとなった。下水道法につい
ては、事業計画に浸水被害の発生を防ぐべき目標となる計
画降雨を追加して相応の施設の配置及び能力が要求される
こととなり、また河川からの逆流を防ぐための樋門等の操
作規則策定が義務化された。特定都市河川法では、都道府
県知事によって都市浸水の拡大を抑制する効用があると認
める区域を貯留機能保全区域として指定することが可能と
なり、雨水貯留浸透施設の整備計画に係る認定制度も創設
された。後者については補助や税制措置などの各種支援制
度が拡充され、都市計画法においても雨水貯留浸透施設等
を地区計画の地区施設への追加することとなった。さらに
都市緑地法の改正により、特別緑地保全地区の指定要件に
雨水貯留浸透地帯として適切な位置等を有する区域が追加
された。
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「被害対象を減少させるための対策」に関しては、特定
都市河川流域としての指定を受けると、都道府県知事は浸
水等によって生命の危害が生ずるリスクが認められる区域
を浸水被害防止区域として指定することができ、そこでの
住宅、要配慮者利用施設等の開発は許可制となった。これ
によって、建築基準法で定める擁壁に関する建築確認につ
いては、浸水被害防止区域では必要なくなった。またこの
浸水被害防止区域は、防災のための集団移転促進事業に係
る国の財政上の特別措置等に関する法律の改正により、移
転促進区域に含まれることとされた。さらに都市計画法の
改正により、水災害等の発生時に住民等の避難、滞在の拠
点となる施設が都市施設として追加されるとともに、地区
整備計画に建築物の敷地高、および居室床面高さの最低限
度を新たに定めることができることとされた。
「被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」に関して

は、水防法の改正により、洪水浸水想定区域の指定対象
が、特定都市河川、一級河川又は二級河川で洪水による災
害の発生を警戒すべきものに拡大され、中小河川が含まれ
るようになった。また改正水防法H２９で規定された要配慮
者利用施設での避難確保計画および避難訓練について、当
該避難訓練の結果の市町村長に対する報告が義務化され、
市町村長は洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた
めに必要な勧告等を行えることとされた。なお、土砂災害
警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
についても、同様の改正がされている。さらに河川法の改
正により、権限代行制度の対象河川に市町村が管理する準
用河川が追加され、災害等で堆積した河川の土石や流木等
の排除等の工事も含まれることとなった。

以上のように、流域治水関連法においては、多様な主体
がソフト、ハード双方に関して協議する場が創設され、そ
の範囲は治水にとどまらず利水との協働にも及んでいる。
また河川区域において河川管理者が行う河川管理に加え、
集水域や浸水域において多様な主体が協力して面的に水害
対策を推進する全国的な枠組みが構築された。特に、浸水
被害防止区域の指定と規制、集団移転促進、災害時の避
難・滞在拠点の整備、地区整備計画における地盤高や床高
の取り決めは、行政とコミュニティの具体的な協働を促進
する枠組みとして有効である。災害ハザードエリアと都市
開発の関係に踏み込んだ、令和２年６月の都市再生特別
措置法等の改正や、同年７月の水害ハザードマップを重要
事項説明に含めることを義務付けた宅地建物取引業法施行
規則改正とともに、水害リスクが面的に軽減する実効ある
運用を期待したい。一方、貯留機能保全区域と特別緑地保
全地区の指定の法的な連動性は、自然生態系を利用した防
災・減災（Eco-DRR）の促進にもつながり、安全で魅力
ある地域づくりへの貢献が期待できる。このように、９つ
の法律が有機的な関連性をもって改正され、流域治水関連

法として取り纏められた過程は、流域治水へ転換するガバ
ナンス構築の第一歩と捉えることができよう。

４．取り組むべき課題

平成３０年７月豪雨災害を契機として、同年１２月に閣議決
定された「防災・減災、国土強靱化３か年緊急対策」に続
き１５）、「防災・減災、国土強靱化５か年加速化対策」が令
和２年１２月に閣議決定された５）。また令和５年（２０２３年）
６月には国土強靱化基本法が改正され、「国土強靱化実施
中期計画」の策定が法定化され、継続的・安定的な取り組
みが可能となった１６）。この中で、流域治水は国土保全分野
の主な施策として位置づけられている。

以上のように、流域治水への転換を目指すガバナンスと
投資（ファイナンス）の枠組みが整えられてきた。その実効
性を高めるために、今後取り組むべき課題を挙げてみたい。

第一は、分野間連携の更なる強化である。縦割り行政の
弊害と行政組織の見直しについては指摘されて久しいが、
流域治水関連法では、各行政主体間の協議の場が法定化さ
れ、それぞれの行政部局が所掌する法律の改正により連携
の可能性が示されている。河川整備基本方針を変更する議
論の中においても、都市部局との連携に加え、田んぼダム
や森林保全、ハイブリッドダム、EcoDRR、気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）等、農業、林業、エネ
ルギー、環境等の部局や、企業活動との連携の枠組みの重
要性が指摘され、新たな基本方針に組み込まれている。ま
た、地域の生業の更なる発展や地域固有の文化の継承も重
視されている１７）。

なお河川整備基本方針の変更は、水系ごとに国土交通大
臣の諮問を受けて、社会資本整備審議会河川分科会、並び
のその下に設置されている小委員会にて審議を経て行わ
れ、それぞれの審議には関係都道府県知事ならびに地元に
精通した有識者が委員として加わることになっている。た
だし流域治水への転換においては、基礎自治体である市町
村における取組が重要となることから、小委員会委員と対
象水系の主な市町村の長との意見交換が行われ、地域の考
えも踏まえながら、基本方針の変更の検討を行う取り組み
が行われている１７）。今後、河川整備計画の変更とその実施
段階において、具体的な協働が進むことが期待される。

国では、課長級の流域治水の推進に向けた関係省庁実務
者会議が組織され、１６の関係省庁担当部局間でそれぞれの
取り組みに関する情報交換が行われている。連携した施策
の推進によって成功事例を積み重ね、新たな制度設計へつ
なげる努力が求められる。

第二は、これら分野連携に基づく流域治水における責任
の所在の明確化とその認識の共有である。球磨川流域に甚
大な被害をもたらした令和２年７月豪雨の洪水の規模は、
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同水系の新たな河川整備計画基本方針で定める河川整備
の基本となる洪水の規模を上回るものとなった。また、気
候の変化の影響に基づく計画降雨の変化倍率は、不確定性
を有する予測結果の平均値を用いており、将来採用された
変化倍率を超える降雨が発生する可能性もあると考えられ
る。一方、流域治水では、河川整備や施設の運用高度化に
より河川水位をできるだけ低下させることと併せ、流域全
体のあらゆる関係者が協働した総合的かつ多層的な治水対
策により、被害の最小化を目指すこととしている。河川法
に基づく公物としての河川管理の瑕疵について、上記のよ
うな気候の変化の影響に基づく計画降雨や、それを上回る
規模の降雨の評価、また、河川管理者以外も参画して協働
で行う流域治水の取り扱いについて、今後議論が必要と考
えられる１８）１９）。

第三は、流域治水の国民運動化の推進である。国土交通
省には、「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む
主体を増やす流域治水の自分事化検討会」が設置された
２０）。ここでは、心に響く働きかけの必要性、危機感や責任
感、使命感と損得感情のバランス、牽引役としてのリーダ
の必要性など、委員の体験に基づく貴重な意見が出され
た。これらを基に、　（１）流域治水を知ってもらうこと
からはじめる、（２）知ることと行動のギャップを埋める

「自分事化」を図る、（３）行動を誘発し流域治水が推進さ
れるようにする、（４）質を上げ持続的、効果的な取組と
していく、という４段階の行動指針が合意された。

この中で（２）については、水災害のみならず、地域の
水の利用や環境に関するリスクや魅力、多様性を発見して
共有する取り組み等を進めることが、「流域治水」を推進
する動機を高める上で重要と考えられている。また（３）
については、水害体験談を聴くなどの学習体験に加え、仮
想空間上での疑似的な体験も効果的で、行動選択に応じた
複数のシナリオを体験・学習する仕掛けや「なぜそのよう
なことが生じたのか？」という問いなどを組み込むことに
よって、情報から的確な行動へと導く工夫も有効であると
考えられている。

我が国では、昭和５２年５月に閣議了解によって、「水の
日」および「水の週間」が制定されている。当時は高度経
済成長にあって水の需要が急増しており、水資源の有限
性、水の貴重さ等について国民の関心を高め、理解を深め
ることが目的とされた。平成２６年（２０１４年）には、人間社
会の営みと自然環境の保全に果たす水の機能が適切にバラ
ンスしている状態と定義される「健全な水循環」の維持と
回復を目的として、水循環基本法が制定され、現在はこの
基本法によって、「水の日」が位置付けられている。「水の
日」、「水の週間」で様々な行事が行われており、上記の

（１）～（４）と通ずる面が多い。この「健全な水循環」
と「流域治水」という２本柱を活用して、水の価値観と水

によるつながりの認識を一層高め、多様な環境の下で、多
様な主体による、多様な取り組みへの理解の深め、あらゆ
る関係者が相互に響きあう社会づくりに取り組むための国
民運動の牽引が望まれる。

第四は、国際発信力の強化である。２０１５年に国連で採択
された２０３０アジェンダでは、「我々は、世界を持続可能で
レジリエントな道筋に移行させるために緊急必要な，大胆
かつ変革的な手段をとることに決意している。我々はこの
共同の旅路に乗り出すにあたり、誰一人取り残さないこ
とを誓う。」とし、１７の持続可能な開発目標（SDGs）が
設定された。水は食料、エネルギーと密接な関係を有し、
これらの相互作用系によって、健康、教育、労働などの生
活の質を支えている。また、水環境と水災害は、陸上、水
中の自然環境や、都市、消費と生産活動、産業と社会基盤
等の人工環境と深く関わりを持つ。これら全ての要素によ
って、貧困、ジェンダー、平等、平和など社会的要素が成
り立っている。循環する水はこれらすべてのプロセスに深
く関与しており、水と衛生へのアクセスと持続可能な管理
は、途上国において喫緊の課題である。また気候変動によ
り水循環が変化し、洪水や渇水など水災害が頻発化・激甚
化することにより前例のない危機が認識されている。

令和４年（２０２２年）４月に熊本市において第４回　アジ
ア・太平洋水サミットが開催され、岸田首相より、気候変
動適応策・緩和策を両立するハイブリッド技術を活用した

「質の高いインフラ」整備促進や基礎的生活環境の改善等
に向けた取組推進を含む「熊本イニシアチブ」が発表され
た。首脳会議では、強靱性、持続可能性、包摂性を兼ね備
えた質の高い社会への変革を目指す「熊本宣言」が採択さ
れている。さらに、令和５年（２０２３年）３月、４６年ぶりに
ニューヨークの国連本部で開催された国連水会議２０２３にお
いて、上川総理特使から「熊本水イニシアチブ」の着実な
実行が発表され、テーマ別討議３「気候、強靱性、環境に
関する水」の共同議長として、エジプト水資源灌漑大臣と
共に議論を主導し、提言がとりまとめられている。

我が国は、水災害の経験と事前防災投資による水害リス
クを軽減してきた実績を活かし、水と災害ハイレベルパネ
ル（HELP）の事務運営を担い、国連水と災害の特別会合
を継続して開催してきた。またユネスコと協力して、水災
害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）を設
立し、水災害に関する研究、国際的な人材育成、ネットワ
ーキングを進めている。レジリエンス、持続可能性、包摂
性を理念とする「流域治水」は、そのものが２０３０アジェン
ダの推進に大きく貢献できる。さらに、水と衛生の分野に
おけるトップドナーとして支援実績を活かし、「流域治水」
を「健全な水循環」と連携させることにより、世界の水問
題解決の政策パッケージを提案し、牽引していくことが望
まれる。
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